
 1  求人・求職の状況

  ①　月間有効求人倍率の推移

最 近 年

前 年

  ②　地域別有効求人倍率 

1.21うち常用・パート

（前年比ポイント)

＊地域名の（ ）内は地域別の有効求人倍率。　　　　※「うち常用・パート」とは臨時・季節を除く。
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業　務　月　報
    （令和７年４月分）

地域別有効求人倍率(全数）はすべての地域で前年同月を下回っている。北信は前年同月と比較し0.15ポイント減少し1.07
倍であった。
また、安定所別有効求人倍率（全数）では飯山所、須坂所、松本所、飯田所以外の所で前年同月を下回った。

　ハローワーク篠ノ井における令和7年4月分の有効求人倍率は1.07倍であり、前年同月
  を0.14ポイント下回った。
　新規求人数（全数）は前年同月と比較すると1.9％減少し、1,148人であった。
　新規求職者（全数）は前年同月と比較すると1.0％増加し、809人であった。
　月間有効求人数（全数）は前年同月と比較すると9.9％減少し、3,075人であった。
　月間有効求職者（全数）は前年同月と比較すると1.9％増加し、2,078人であった。
　就職者（全数）は前年同月と比較すると15.9％減少し、190人であった。

ハローワーク篠ノ井の令和7年4月分の有効求人倍率は前年同月と比較し0.14ポイント減少し、1.07倍であった。1倍を
超えるのは56ヶ月連続である。また、前年同月を下回るのは10ヶ月連続している。
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(注）全国・長野県の数値は季節調整値

令和6年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。
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③  新規求人数の推移

6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

1,170 1,139 1,075 1,094 1,011 1,111 946 1,154 1,187 1,066 1,060 1,148

(▲4.2) (▲3.0) (11.4) (▲3.5) (▲13.5) (▲15.0) (▲19.1) (4.6) (▲5.2) (▲16.4) (▲7.7) (▲1.9)

657 766 731 656 667 687 587 766 689 681 637 711

(▲5.6) (▲8.0) (19.2) (▲1.8) (▲19.2) (▲10.9) (▲31.2) (11.7) (▲1.3) (▲17.9) (▲16.0) (8.2) 

496 331 327 430 295 410 350 372 469 379 410 429

(0.0) (▲0.3) (▲6.0) (▲3.4) (▲7.8) (▲21.6) (36.7) (▲8.6) (▲12.0) (▲9.1) (7.0) (▲13.5) 

570 683 609 580 588 592 521 633 597 582 528 619

(▲4.8) (▲8.1) (14.5) (▲1.2) (▲19.3) (▲11.0) (▲31.8) (18.3) (▲3.1) (▲19.6) (▲11.4) (8.6) 

48.7 60.0 56.7 53.0 58.2 53.3 55.1 54.9 50.3 54.6 49.8 53.9

※　うち常用にはパートは含まれない。

④　産業別新規求人の状況

新規求人数 新規求人数

(人） （％） (人） （％）

▲23.4 

73             
(28) 

洗 濯 ・ 理 容
・ 美 容 ・ 浴 場 業

宿 泊 業
・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

(▲57.5) 

(▲48.6) 

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 業 ・ 保 険 業
・ 不 動 産 業

新規求人数(全数）を産業別に見ると、製造業は前年同月と比較し20.4％減少し179人となっている。前年同月を下回るのは7ヶ月
連続している。製造業の内訳を見るとほとんどの業種で前年同月を下回っている。一方で、医療・福祉は前年度同月と比べ14.5％
増加して237人、サービス業（他に分類されないもの）は同じく34.2％増加し161人となっている。
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全    数
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▲56.7 

(17) 

新規求人数（全数）は前年同月と比較すると1.9％減少し1,148人であった。うち、常用が8.2％増の711人、パートが13.5%減の429人
であった。常用のうち正社員数については前年同月と比較すると8.6％増加し619人であった。全数に占める正社員の割合は前年
同月より5.2ポイント増の53.9％であった。
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⑤  新規求職者の推移

6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

801 635 506 505 467 540 535 472 432 646 601 558 809

0.4 5.0 ▲ 9.3 2.6 ▲ 13.2 ▲ 3.2 ▲ 7.0 10.0 ▲ 14.1 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 8.7 1.0

416 370 299 309 289 301 301 289 251 342 314 315 402

5.6 12.5 ▲ 15.1 5.8 ▲ 9.7 ▲ 8.2 ▲ 19.1 10.3 ▲ 14.6 ▲ 10.2 ▲ 12.8 ▲ 11.8 ▲ 3.4

382 265 205 195 178 239 233 182 162 296 286 243 403

▲ 4.7 ▲ 3.3 ▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 17.6 4.8 15.3 10.3 ▲ 12.4 13.4 13.5 ▲ 4.3 5.5

※　うち常用にはパートは含まれない。

 ⑥  新規常用求職者の態様別状況

6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

416 370 299 309 289 301 301 289 251 342 314 315 402

(5.6) (12.5) (▲15.1) (5.8) (▲9.7) (▲8.2) (▲19.1) (10.3) (▲14.6) (▲10.2) (▲12.8) (▲11.8) (▲3.4)

127 138 138 112 111 113 139 130 109 163 170 140 135

(▲11.2) (2.2) (▲12.1) (▲11.8) (▲22.9) (▲26.1) (▲8.6) (2.4) (▲26.4) (▲4.1) (▲9.6) (▲19.5) (6.3) 

262 215 143 181 167 171 154 151 130 167 132 156 243

(9.6) (18.8) (▲18.8) (19.9) (3.7) (4.3) (▲22.6) (28.0) (▲3.0) (▲15.2) (▲19.5) (▲6.0) (▲7.3)

定 年 23 8 6 6 5 3 8 5 6 6 11 6 25

（前年比） (43.8) (60.0) (▲25.0) (50.0) (▲16.7) (▲50.0) (100.0) (150.0) (20.0) (▲14.3) (175.0) (50.0) (8.7) 

事 業 主
都 合

36 34 28 23 25 29 25 26 31 36 14 27 53

（前年比） (▲21.7) (17.2) (75.0) (▲8.0) (31.6) (45.0) (▲26.5) (62.5) (55.0) (0.0) (▲50.0) (8.0) (47.2) 

自己都合 201 162 106 147 129 135 118 113 93 116 102 120 156

（前年比） (16.2) (12.5) (▲28.4) (23.5) (▲2.3) (1.5) (▲23.4) (15.3) (▲13.1) (▲23.2) (▲20.3) (▲9.1) (▲22.4)

27 17 18 16 11 17 8 8 12 12 12 19 24

(125.0) (30.8) (▲5.3) (14.3) (▲26.7) (54.5) (▲61.9) (▲52.9) (0.0) (▲14.3) (50.0) (11.8) (▲11.1)

無 業 者

※　パートタイムを除く常用

うちパート

前年比

新規求職者数は前年同月と比較して1.0％増加し809人となっている。
うち、常用は前年同月と比較して3.4％減少し402人、パートは5.5％増加し403人であった。
新規求職者（全数）に占めるパートの割合は前年同月と比較すると2.1ポイント増の49.8％であった。

前年比

全    数

前年比

うち常用

       年月

新規常用求職者を態様別に見ると、在職者が前年同月と比較し6.3％増加し135人であった。離職者は前年同月と比較し7.3％
減少し243人であった。内訳として自己都合が22.4％減少し156人であった。離職者に占める自己都合の割合は前年同月と比
較すると12.5ポイント減の64.2％であった。

求 職 者

（前年比）

       年月

※　離職者は、｢前職雇用者」と「前職自営、その他」（表中では省略）に分けられる。
　「前職雇用者」は、離職理由別に「定年」「事業主都合」「自己都合」「不明」（表中では省略）に区分される。
  このため内訳の計と離職者数欄の数値は一致しない。
※　無業者とは、家事、育児等従事者及び離職後１年を超えて求職活動をしていない者をいう。

（前年比）

在 職 者

（前年比）

離 職 者

（前年比）
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⑦  職業別新規求人・求職及び年齢別新規求職の状況

402

 ⑧  月間有効求人・求職の推移

6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

3,414 3,340 3,238 3,130 3,083 3,091 3,118 3,068 3,095 3,160 3,319 3,173 3,075

▲0.1 ▲0.8 0.1 ▲0.5 ▲4.8 ▲3.6 ▲7.8 ▲11.6 ▲10.2 ▲6.5 ▲7.3 ▲10.5 ▲9.9 

2,823 2,804 2,708 2,654 2,590 2,588 2,669 2,571 2,494 2,597 2,738 2,784 2,878

▲3.6 ▲3.0 ▲2.3 0.1 ▲0.2 ▲1.9 ▲1.0 ▲0.5 2.2 2.6 2.8 3.6 1.9 

２  就職の状況

6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

226 232 189 196 166 171 201 161 183 129 208 324 190

11.9 7.9 2.7 ▲ 0.5 0.0 ▲ 8.6 18.9 ▲ 13.0 ▲ 0.5 ▲ 18.4 ▲ 20.6 13.7 ▲ 15.9

121 111 95 104 76 68 93 81 90 53 92 138 79

45.8 9.9 3.3 ▲ 1.0 ▲ 12.6 ▲ 23.6 10.7 ▲ 8.0 11.1 ▲ 36.1 ▲ 23.3 7.8 ▲ 34.7

105 120 90 91 84 102 104 80 90 72 113 180 108

▲ 7.1 6.2 3.4 4.6 15.1 6.3 23.8 ▲ 14.0 ▲ 10.0 ▲ 4.0 ▲ 19.3 16.9 2.9

※　うち常用にはパートは含まれない

※　パートタイムを除く常用

月間有効
求職者数

前年比

全数

前年比

月間有効
求 人 数

前年比

新規求人数と新規求職者数を職業別に見ると、サービス職業従事者でその差は81人となっている。主に福祉・介護の職業での差
が要因となっている。求職者全体に占める44歳以下の割合について前年同月と比較し2.9ポイント減の49.7％であった。44歳以下
の割合は全体的に減少傾向である。

※　パートタイムを含む全数

うちパート

前年比

就職者数（全数）について前年同月と比較し15.9％減少し190人であった。3月は前年同月に比べ増加したが、4月は再び減少に
転じた。うち常用は前年同月と比較し34.7％減少し79人、パートが2.9％増加し108人であった。

前年比

年月

年月

うち常用

月間有効求人数は前年同月と比較し9.9％減少し3,075人であった。前年同月を下回るのは10ヶ月連続している。
月間有効求職者数は前年同月と比較し1.9％増加し2,878人であった。新規求職者数は減少傾向にあるが、月間有効求職者数は
増加傾向にある。前年同月を上回るのは5ヶ月連続している。
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新規求職者数

（人）

11.7%

20.1%

17.9%22.9%

27.4%

年齢別新規求職者数

２４歳以下

２５～３４

３５～４４

４５～５４

５５歳以上
人
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３ 人員整理の状況

  ① １０人以上の人員整理の状況
6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 81 0 0 0 0 0 0 0

  ② 事業主都合による離職の推移 （雇用保険被保険者資格喪失データ）

6年 ７年
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

63 13 15 28 23 43 37 12 45 17 17 30 52

31.3 ▲ 18.8 ▲ 65.9 75.0 228.6 79.2 208.3 9.1 800.0 ▲ 58.5 ▲ 43.3 42.9 ▲ 17.5

※ 特例被保険者を除く

４ 雇用保険適用事業所・被保険者・受給者実人員の状況

6年 ７年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

2,999 2,993 2,992 2,998 3,002 2,972 2,974 2,979 2,982 2,977 2,978 2,978 2,972

▲0.8 ▲0.9 ▲1.0 ▲0.9 ▲1.0 ▲0.9 ▲0.9 ▲0.8 ▲0.8 ▲1.0 ▲1.2 ▲1.0 ▲0.9

792 1,618 446 652 478 344 448 408 331 357 382 400 897

1,205 551 417 561 455 506 664 363 469 678 496 462 1,358

54,096 55,158 55,175 55,250 54,948 54,787 54,493 54,550 54,416 54,087 54,002 53,954 53,471

0.1 0.4 0.4 0.5 ▲0.1 ▲0.3 ▲0.6 ▲0.6 ▲0.6 ▲0.7 ▲0.9 ▲0.7 ▲1.2

560 610 638 676 648 659 649 596 593 581 529 522 500

8.5 1.2 4.6 6.8 7.3 9.3 6.4 0.5 6.8 4.7 ▲0.4 ▲0.4 ▲10.7

前年比

月末現在

月末現在

受
給
者
実
人
員

基本手当
受給者数

前年比

         年月

前年比

事
業
所
数

資格喪失数

資格取得数
被
保
険
者
数

3月中に把握した1件10人以上の人員整理は0件であった。
雇用保険喪失データからみる事業主都合離職者は52人であった。

件数

年月

雇用保険適用事業所数については前年同月と比較して0.9％減少し、2,972事業所であった。前年同月を下回るのは18ヶ月連続して
いる。
雇用保険被保険者数は前年同月と比較し1.2％減少し53,471人であった。
受給者実人員は前年同月と比較すると10.7％減少し500人であった。

人  数

整理人員

前年比

年月
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